
授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

池田教授が国内研究のた池田教授が国内研究のた池田教授が国内研究のた池田教授が国内研究のた

め、平成29年度は休講(29)め、平成29年度は休講(29)め、平成29年度は休講(29)め、平成29年度は休講(29)

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

永野教授が国内研修のた永野教授が国内研修のた永野教授が国内研修のた永野教授が国内研修のた

め、平成29年度は兼任講師め、平成29年度は兼任講師め、平成29年度は兼任講師め、平成29年度は兼任講師

へ担当者変更(29)へ担当者変更(29)へ担当者変更(29)へ担当者変更(29)

オムニバス

授業運営上の理由により、兼

任講師に担当者変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）

隔年開講

オムニバス

安岡准教授の退職および授

業運営上の理由により、人数

変更および担当者変更（28）

杉戸専任講師が准教授へ身

分昇格（28）

オムニバス

安岡准教授の退職および授

業運営上の理由により、人数

変更、担当者変更および開

講期変更（28）

杉戸専任講師が准教授へ身

分昇格（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、担

当者変更、および開講時期

の変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）

　 　 兼1社会調査法8 2③ 2

　 　 兼1

　 　 兼1

社会調査法7 2④ 2

社会調査法6 2① 2

　 　 兼1

　 　 兼1

社会調査法5

2③2③2③2③

2②2②2②2②

2

社会調査法4 １③ 2

　 　 兼1

　 　 兼1

社会調査法3 1③ 2

　 兼1

社会調査法2 1② 2

兼1

社会調査法1

1②

1①

2 　

兼1

行政評価論

1・2②

 1・2④

2 　 　

　 　 兼1

　 　立法学研究

1・2①

 1・2③

2

3

2

0

1

　 　

共

通

科

目

（

方

法

論

・

分

析

技

法

）

政策法務論

1・2②

 1・2④

2

サステイナビリティ研究入門B

1前

 1後

　 2 　

11

12

11

12

3

2

0

1

　 　

　 　 　 　

サステイナビリティ研究入門A 1前 2 　

国際協力論 1・2③ 2 　 1

　 　 　 　 兼1

　 　 　 　

国際政治学基礎

1・2後1・2後1・2後1・2後

    1・2前1・2前1・2前1・2前

2 　

地球環境学基礎

1・2②

 1・2④

2 　 1

0000

1111

2

　 　 　

兼3兼3兼3兼3

    兼2兼2兼2兼2

 兼1

　 　 　 　 兼1

環境法基礎 1・2① 2 　

環境哲学・倫理学

1・2②

 1・2前

2 　

　 　 　 　 　 兼1

　 　 　 　 兼1

公共経済論 1・2後 2 　

経済学基礎

1③

1④

2 　 　

　 　 　 　 　 兼1

　 　 　 　 兼1

財政学基礎 1② 2 　

公共政策の社会理論

1②

 1前

2 　 　

　 　 　 　 　 兼1

　 　 　 　 兼1

公共政策とジャーナリズム 2② 2 　

現代政治分析研究 1① 2 　 　

　 　 　 　 　 兼1

　 　 　 　 兼1

政策学基礎 1・2① 2 　

公共哲学基礎 1・2① 2 　 　

　 　 　 　 　 兼1

　 　 　 　 　 兼11・2① 　 2 　

比較行政研究

1・2①

 1・2②

2 　

教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

共

通

科

目

（

理

論

・

研

究

基

礎

）

行政学基礎

科目

区分

授業科目の名称

配 当

年 次

単位数 専任教員等の配置

備　　　　考

必　修 選　択 自　由

２　授業科目の概要

＜公共政策研究科　サステイナビリティ学専攻（修士課程）＞

（１） 授業科目表
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授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

オムニバス

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

西城戸教授が国内研修のた西城戸教授が国内研修のた西城戸教授が国内研修のた西城戸教授が国内研修のた

め、休講(29)め、休講(29)め、休講(29)め、休講(29)

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

 集中

授業運営上の理由によ

り、集中授業から通常授

業に変更（28）

永野教授が国内研修のた永野教授が国内研修のた永野教授が国内研修のた永野教授が国内研修のた

め、休講(29)め、休講(29)め、休講(29)め、休講(29)

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）

    隔年開講隔年開講隔年開講隔年開講

教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた

め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開

講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）

高田教授が国内研究のた高田教授が国内研究のた高田教授が国内研究のた高田教授が国内研究のた

め、休講(29)め、休講(29)め、休講(29)め、休講(29)

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

    隔年開講隔年開講隔年開講隔年開講

教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた

め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開

講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）

田中兼担教授が健康上の理田中兼担教授が健康上の理田中兼担教授が健康上の理田中兼担教授が健康上の理

由により、平成29年度は担由により、平成29年度は担由により、平成29年度は担由により、平成29年度は担

当しない（29）当しない（29）当しない（29）当しない（29）

田中教授が専任教授から兼

担教授に身分変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、通

常授業から集中授業へ変更

（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

杉戸専任講師が准教授へ

身分昇格（28）

専

門

科

目

　 　環境経済論 1・2① 2 1

1

0

1

　 　 兼1

自然災害と防災 1・2① 2

環境資源・エネルギー政策論 1・2後 2

1 　 　

　 　

環境工学の基礎

1・2①

 1・2②

2

大気人間環境論

1・2④

 1・2後

2 1

2

3

　 　

兼0

 兼1

　 　 兼1

地域環境フィールドスタディ

1・2後

 1・2前

2

地域環境史研究 1・2① 2

1 　 　

　 　 兼1

自然環境共生研究

1・2③

 1・2④

2

地域環境文化研究 1・2① 2

　 　 兼1

　 　 兼1

環境政策法務と条例 1・2④ 2

環境プランニング事例研究 1・2後 2

　 　 兼1

　 　 兼1

環境プランニング概論 1・2後 2

環境会計論

1・2前

 1・2後

2

　 　 兼1

　 　 兼1

環境経営実践演習 1・2④ 2

環境経営実践論 1・2③ 2

1 　 　

　 　 兼1

環境私法 1・2③ 2

環境行政法 1・2前 2

1 　

1 　 　環境社会論

1・2②

 1・2前

2

環境経営論

1・2前1・2前1・2前1・2前

    1・2後1・2後1・2後1・2後

 1・2③

2

　 　 兼1

　 　 兼1

公共政策論文技法2 2① 2

公共政策論文技法1

1③

 1後

2

　 　 兼2

　 　 兼1

政策研究概論（外国語） 1・2前 2

　 兼1

ファシリテーション演習

1・2③1・2③1・2③1・2③

    1・2①1・2①1・2①1・2①

2

地域コンサルティング論 1・2① 2 　

数理モデル概論 1・2④ 2 2 　 　

　 　 兼1

1 　 　市民参加の理論と実践

1・2②

 1・2③

2

共

通

科

目

（

方

法

論

・

分

析

技

法

）

政策分析評価技法 2② 2
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授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更

（29）（29）（29）（29）

授業運営上の理由によ

り、隔年開講へ変更

（28）

隔年開講

授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更

（29）（29）（29）（29）

 隔年開講

教育上の効果を高めるた

め、隔年開講から毎年開

講へ変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）開講時期の変更（29）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更

（29）（29）（29）（29）

 隔年開講

授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更

（28）

教育上の効果を高めるた

め、隔年開講から毎年開

講へ変更（28）

授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、通常授業から集中授り、通常授業から集中授り、通常授業から集中授り、通常授業から集中授

業に変更（29）業に変更（29）業に変更（29）業に変更（29）

授業運営上の理由によ

り、担当者減、および担

当者変更（28）

授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、授業運営上の理由により、

隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）隔年開講へ変更（29）

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更

（29）（29）（29）（29）

隔年開講

隔年開講

授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、毎年開講から隔年開り、毎年開講から隔年開り、毎年開講から隔年開り、毎年開講から隔年開

講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）

 隔年開講

授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更

（28）

教育上の効果を高めるた

め、隔年開講から毎年開

講へ変更（28）

    隔年開講隔年開講隔年開講隔年開講

教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた教育上の効果を高めるた

め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開め、隔年開講から毎年開

講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）講へ変更（29）

授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ授業運営上の理由によ

り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更り、開講時期の変更

（29）（29）（29）（29）

授業運営上の理由によ

り、隔年開講へ変更

（28）

担当教員が国内研究のた担当教員が国内研究のた担当教員が国内研究のた担当教員が国内研究のた

め、平成29年度は休講(29)め、平成29年度は休講(29)め、平成29年度は休講(29)め、平成29年度は休講(29)

授業運営上の理由により、開

講時期の変更（28）

集中

専

門

科

目

　 　 兼1

　 　 兼1

地球環境生態学 2前 2

国際環境政策の社会学

1①

1②

2

　 　 兼1

　 　 兼1

外交政策論 2② 2

国際政治理論研究

1・2③1・2③1・2③1・2③

    1・2後1・2後1・2後1・2後

2

　 　 兼1

　 　 兼1

国際機構論 1・2前 2

　 兼1

地球環境政治論 1・2後 2

兼1

社会起業家論

1・2④

 1・2②

2 　

国際開発政策研究 1・2① 2 　 　

兼1

ヒューマン・エコロジー

1・2③1・2③1・2③1・2③

    1・2④1・2④1・2④1・2④

2 1 　

　

兼0

 兼1

　 　国際NGO・NPO論

1・2①

 1・2④

2

1 　

　 　 兼1

国際協力フィールドスタディ

1・2後1・2後1・2後1・2後

    1・2④1・2④1・2④1・2④

2

社会開発論

1・2②1・2②1・2②1・2②

    1・2③1・2③1・2③1・2③

 1・2①

2

1 　 　

　 　

国際環境協力論

1・2③

 1・2後

2

国際環境法

1・2①

 1・2②

2 1

　 　 兼1

　 　 兼1

開発経済論 1・2① 2

サステイナビリティ・コミュニケーション論

1・2②1・2②1・2②1・2②

    1・2①1・2①1・2①1・2①

2

　 　 兼1

　 　

環境と知的財産権 1・2② 2

地域環境計画研究

1・2②1・2②1・2②1・2②

    1・2③1・2③1・2③1・2③

2 1

1 　 　

　 　

サステイナブル経営論 1・2① 2

公衆衛生研究 1・2① 2 1

1 　 　サステイナブル地域政策研究

1・2③1・2③1・2③1・2③

    1・2①1・2①1・2①1・2①

2
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安岡准教授が退職のた

め、担当者減（28）

研究指導環境の充実を図

るため、松本　倫明教授

と辻　英史准教授を追加

（28）

杉戸専任講師が准教授へ

身分昇格（28）

安岡准教授が退職のた

め、担当者減（28）

研究指導環境の充実を図

るため、松本　倫明教授

と辻　英史准教授を追加

（28）

杉戸専任講師が准教授へ

身分昇格（28）

安岡准教授が退職のた

め、担当者減（28）

研究指導環境の充実を図

るため、松本　倫明教授

と辻　英史准教授を追加

（28）

杉戸専任講師が准教授へ

身分昇格（28）

辻准教授が教授へ身分昇辻准教授が教授へ身分昇辻准教授が教授へ身分昇辻准教授が教授へ身分昇

格。しかし、在外研究の格。しかし、在外研究の格。しかし、在外研究の格。しかし、在外研究の

ため、平成29年度は担当ため、平成29年度は担当ため、平成29年度は担当ため、平成29年度は担当

しない（29）しない（29）しない（29）しない（29）

安岡准教授の後任として安岡准教授の後任として安岡准教授の後任として安岡准教授の後任として

高橋　五月准教授就任高橋　五月准教授就任高橋　五月准教授就任高橋　五月准教授就任

（29）（29）（29）（29）

平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済

安岡准教授が退職のた

め、担当者減（28）

研究指導環境の充実を図

るため、松本　倫明教授

と辻　英史准教授を追加

（28）

杉戸専任講師が准教授へ

身分昇格（28）

辻准教授が教授へ身分昇辻准教授が教授へ身分昇辻准教授が教授へ身分昇辻准教授が教授へ身分昇

格。しかし、在外研究の格。しかし、在外研究の格。しかし、在外研究の格。しかし、在外研究の

ため、平成29年度は担当ため、平成29年度は担当ため、平成29年度は担当ため、平成29年度は担当

しない（29）しない（29）しない（29）しない（29）

安岡准教授の後任として安岡准教授の後任として安岡准教授の後任として安岡准教授の後任として

高橋　五月准教授就任高橋　五月准教授就任高橋　五月准教授就任高橋　五月准教授就任

（29）（29）（29）（29）

平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済

0

1

論文研究指導２B 2後 2

14

13

3

2

14

13

3

2

論文研究指導２A 2前 2

14

13

3

2

0

1

14

13

3

2

0

1

研

究

指

導

科

目

論文研究指導1A 1前 2

論文研究指導１B 1後 2

0

1

[　0　] [　0　]

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

[　0　] [　0　]

自　由 計

4　　科目 76　科目 0　科目 80　　科目 4　科目 76　科目 0　科目 80　科目

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　　　　　　　　考

必　修 選　択 自　由 計 必　修 選　択

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

　　　　

（２） 授業科目数

　　　　赤字見え消し修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２８年度に認可（届出）された大学等は設置認可（届出）時）より変更されているものは

8



番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 環境社会論 2 1・2② 専門 選択

２ 環境私法 2 1・2③ 専門 選択

３ 自然環境共生研究 2 1・2③ 専門 選択

４ 公共政策の社会理論 2 1② 一般 選択

５ 国際環境政策の社会学 2 1① 専門 選択

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ ― ― ― ― ― ―

5

80

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

％

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

＝

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講の理由，代替措置の有無

担当教員が国内研修の為休講，代替措置は

無し

担当教員が国内研修の為休講，代替措置は

無し

担当教員が国内研究の為休講，代替措置は

無し

担当教員が国内研究の為休講，代替措置は

無し

担当教員が国内研究の為休講，代替措置は

無し

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　留意してください。

＝ 6.25

学生には年度初めのガイダンスや掲示等で周知している。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

（３） 未開講科目

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

9



区　　　分 履　行　状　況

未履行事項について

の実施計画

設　置　時

なし ― ― ―

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 ― ― ― ―

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　してください。

　　　　記入してください。

６　留意事項等に対する履行状況等

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の

留　意　事　項　等
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

　　　いる大学院のＦＤ事例の収集およびそれらの情報の共有化も進めながら、改善の道筋をつけたい。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　　期末「学生による授業改善アンケート」は年2回、6月～8月（春学期末）および12月～1日（秋学期末）に実施

　　　　している。また、4期制の研究科は5～6月、10～11月にも実施している。

　　　7月16日（土）　第15回ＦＤワークショップ

　　　「カリキュラム・マップ作成ワークショップ」

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　　サステイナビリティ学専攻からは2名の教員が出席した。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　本学ＦＤ推進センターを中心に授業改善に関する種々の取組がされているが，基本的に学部中心である。

　　　大学院の授業や研究指導に関わる改善活動は対応が遅れていると認識している。学内あるいは他大学で成功して

　ａ　実施内容

　　イ）平成28年度において、ＦＤ推進センターの企画するワークショップに参加した。

　　ロ）①ＦＤ学生の声コンクール・ＦＤ川柳　②学生ＦＤ座談会の実施　③「ＦＤハンドブック」及び

　　　「学習支援ハンドブック」の改訂　③ＦＤ推進センターのホームページの充実を行った。

　　ハ）教育学習支援活動の学生参加の推進した。

　ｂ　実施方法

　　　平成28年度はＦＤ推進センターが企画した以下のワークショップに参加した。

　　　　現在のところ，当研究科内にＦＤ活動に関わる独自の委員会は設置していないが，全学組織のＦＤ推進センター規程に

　　　基づき、ＦＤ推進センターアドバイザリー・ボード会議に委員（教員と事務職員）が出席し，ＦＤに関する情報の収集

　　　およびＦＤ推進センターの取り組みについても助言・提案をし，相互の連絡調整機能を有している。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　　ＦＤアドバイザリー・ボード会議（年3回程度開催）に担当委員（教員・事務職員）が参加し，ＦＤに関する

　　　情報の収集およびＦＤ推進センターの取り組みについても助言・提案をし，相互の連絡調整を行った。

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　ＦＤ推進センターによる活動において、センター全体の活動および、「ＦＤ計画」，「ＦＤ推進」，

　　「ＦＤ調査」，「ＦＤ広報」，「ＦＤ開発」の各プロジェクトからの活動状況の報告を受け，

　　より実効性の高い活動となるようＦＤ推進センター長およびプロジェクト・リーダーとアドバイザリー・ボード間で

　　意見交換を行った。

②　実施状況

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

― なし

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

７　その他全般的事項

＜公共政策研究科　サステイナビリティ研究科（修士課程）＞

（１） 設置計画変更事項等
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　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　　平成28年11月　　　　　　　）

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

       次回は平成31年度に認証評価を受審する予定である。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

　　　　平成28年１0月公表済

　ｂ　公表方法

　　　大学ホームページ上に公開（平成28年１0月公開済）。

③　認証評価を受ける計画

　　　平成24年度　評価機関（公益財団法人大学基準協会）の認証評価を受審し、適合認定を受けている。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

公共政策研究科公共政策学は，それまで本学に設置されていた4研究科において，社会学，政治学，政策学，環境学の各領域で行われていた特

色ある教育研究活動を再編し，その総合力を活かし，従来の公共政策から，「新しい公共」という言葉に象徴される，公共課題の担い手の多様

化と，政府部門だけに限定されない社会的な課題解決に対応するべく，平成24月4月1日に設置された。本研究科の教育研究活動については大学

全体において整備された自己点検 ・評価制度の点検，評価活動に対応することで，上記の設置の趣旨・目的についての達成確認，教育研究の

再検討を行っていく。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　　　大学のホームページや印刷物にて公開し、教職員および学生が参照できるようにしている。

　　　また、Webでの実施となり、教員は自身の結果をWebからタイムリーに確認できる。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等
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[　　]

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

[　　] [　　] [　　]

　　科目 科目 　科目

計 必　修 選　択 自　由 計

　6科目　　　科目 　科目 　科目 6科目

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

　　　　

（２） 授業科目数

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　　　　　　　　考

必　修 選　択 自　由

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２８年度に認可（届出）された大学等は設置認可（届出）時）より変更されているものは

　　　　赤字見え消し修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

サステイナビリティ特殊研

究３Ｂ

3後 2 12 2 1

サステイナビリティ特殊研

究３Ａ

3前 2 12 2 1

辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか

し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度

は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）

高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成

29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）

安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五

月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）

平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済

安岡准教授退職、杉戸専任講師の准

教授への身分昇格および、教育課程

上の充実を図るため、松本教授と辻

准教授を追加（28）

サステイナビリティ特殊研

究２Ｂ

2後 2 12

3333

2222

0000

1111

辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか

し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度

は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）

高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成

29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）

安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五

月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）

平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済

安岡准教授退職、杉戸専任講師の准

教授への身分昇格および、教育課程

上の充実を図るため、松本教授と辻

准教授を追加（28）

サステイナビリティ特殊研

究２Ａ

2前 2 12

3333

2222

0000

1111

3

2

0

1

辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか

し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度

は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）

高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成

29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）

安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五

月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）

平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済

安岡准教授退職、杉戸専任講師の准

教授への身分昇格および、教育課程

上の充実を図るため、松本教授と辻

准教授を追加（28）

サステイナビリティ特殊研

究１Ｂ

1後 2

12121212

13131313

12121212

3

2

0

1

辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか辻准教授が教授へ身分昇格。しか

し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度し、在外研究のため、平成29年度

は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）は担当しない（29）

高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成高田教授が国内研究のため、平成

29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）29年度は担当しない（29）

安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五安岡准教授の後任として高橋　五

月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）月准教授就任（29）

平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済平成28年3月　教員審査済

安岡准教授退職、杉戸専任講師の准

教授への身分昇格および、教育課程

上の充実を図るため、松本教授と辻

准教授を追加（28）

教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

-

サステイナビリティ特殊研

究１Ａ

1前 2

12121212

13131313

12121212

科目

区分

授業科目の名称

配 当

年 次

単位数 専任教員等の配置

備　　　　考

必　修 選　択 自　由

２　授業科目の概要

＜公共政策研究科　サステイナビリティ学専攻(博士後期課程）＞

（１） 授業科目表
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

１ ― ― ― ― ― ―

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ ― ― ― ― ― ―

0

6

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

％

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　留意してください。

＝ 0

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

＝

該当なし

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

（３） 未開講科目

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。
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区　　　分 履　行　状　況

未履行事項について

の実施計画

設　置　時

なし ― ― ―

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 ― ― ― ―

　　　　記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

　　　いる大学院のＦＤ事例の収集およびそれらの情報の共有化も進めながら、改善の道筋をつけたい。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　　期末「学生による授業改善アンケート」は年2回、6月～8月（春学期末）および12月～1日（秋学期末）に実施している。

　　　また、4期制の研究科は5～6月、10～11月にも実施している。

　　　なお、サステイナビリティ学専攻の博士後期課程設置科目については、ＦＤアンケートを実施していない。

　　　7月16日（土）　第15回ＦＤワークショップ

　　　「カリキュラム・マップ作成ワークショップ」

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　　サステイナビリティ学専攻からは2名の教員が出席した。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　本学ＦＤ推進センターを中心に授業改善に関する種々の取組がされているが，基本的に学部中心である。

　　　大学院の授業や研究指導に関わる改善活動は対応が遅れていると認識している。学内あるいは他大学で成功して

　ａ　実施内容

　　イ）平成28年度において、ＦＤ推進センターの企画するワークショップに参加した。

　　ロ）①ＦＤ学生の声コンクール・ＦＤ川柳　②学生ＦＤ座談会の実施　③「ＦＤハンドブック」及び

　　　「学習支援ハンドブック」の改訂　③ＦＤ推進センターのホームページの充実を行った。

　　ハ）教育学習支援活動の学生参加の推進した。

　ｂ　実施方法

　　　平成28年度はＦＤ推進センターが企画した以下のワークショップに参加した。

　　　　現在のところ，当研究科内にＦＤ活動に関わる独自の委員会は設置していないが，全学組織のＦＤ推進センター規程に

　　　基づき、ＦＤ推進センターアドバイザリー・ボード会議に委員（教員と事務職員）が出席し，ＦＤに関する情報の収集

　　　およびＦＤ推進センターの取り組みについても助言・提案をし，相互の連絡調整機能を有している。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　　ＦＤアドバイザリー・ボード会議（年3回程度開催）に担当委員（教員・事務職員）が参加し，ＦＤに関する

　　　情報の収集およびＦＤ推進センターの取り組みについても助言・提案をし，相互の連絡調整を行った。

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　ＦＤ推進センターによる活動において、センター全体の活動および、「ＦＤ計画」，「ＦＤ推進」，

　　「ＦＤ調査」，「ＦＤ広報」，「ＦＤ開発」の各プロジェクトからの活動状況の報告を受け，

　　より実効性の高い活動となるようＦＤ推進センター長およびプロジェクト・リーダーとアドバイザリー・ボード間で

　　意見交換を行った。

②　実施状況

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

― なし

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

７　その他全般的事項

＜公共政策研究科　サステイナビリティ研究科（博士後期課程）＞

（１） 設置計画変更事項等
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　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　　平成28年11月　　　　　　　）

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

       次回は平成31年度に認証評価を受審する予定である。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

　　　　平成28年１0月公表済

　ｂ　公表方法

　　　大学ホームページ上に公開（平成28年１0月公開済）。

③　認証評価を受ける計画

　　　平成24年度　評価機関（公益財団法人大学基準協会）の認証評価を受審し、適合認定を受けている。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

公共政策研究科公共政策学は，それまで本学に設置されていた4研究科において，社会学，政治学，政策学，環境学の各領域で行われていた特

色ある教育研究活動を再編し，その総合力を活かし，従来の公共政策から，「新しい公共」という言葉に象徴される，公共課題の担い手の多様

化と，政府部門だけに限定されない社会的な課題解決に対応するべく，平成24月4月1日に設置された。本研究科の教育研究活動については大学

全体において整備された自己点検 ・評価制度の点検，評価活動に対応することで，上記の設置の趣旨・目的についての達成確認，教育研究の

再検討を行っていく。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　　　大学のホームページや印刷物にて公開し、教職員および学生が参照できるようにしている。

　　　また、Webでの実施となり、教員は自身の結果をWebからタイムリーに確認できる。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等
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